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○鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例 

平成16年３月30日 

鳥取県条例第７号 

改正 平成16年10月15日条例第43号 

平成18年11月17日条例第70号 

平成19年11月13日条例第77号 

平成21年12月22日条例第75号 

平成22年10月15日条例第54号 

令和３年３月30日条例第８号 

鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例をここに公布する。 

鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例 

ふぐの取扱等に関する条例（昭和34年鳥取県条例第12号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 ふぐ処理師（第４条―第10条） 

第３章 ふぐ取扱い等の規制（第11条―第13条） 

第４章 雑則（第14条―第16条） 

第５章 罰則（第17条・第18条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、ふぐの取扱い等について必要な規制をすることにより、ふぐ毒による

食中毒の発生の防止を図り、もって県民の健康の保護に資することを目的とする。 

（令３条例８・一部改正） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 処理 規則で定めるふぐについて、肝臓、卵巣その他人の健康を損なうおそれがあ

る部位を除去し、又は塩蔵処理（長期間にわたり塩漬けその他これに類する行為を行う

ことをいう。）を行うことをいう。 

(２) ふぐ取扱い 不特定又は多数の者の食用に供する目的で処理を行うことをいう。 
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(３) ふぐ処理師 ふぐ取扱いに従事できる者として第４条第１項の免許を受けたものを

いう。 

（令３条例８・一部改正） 

（ふぐの加工等の制限） 

第３条 ふぐは、処理を行ったものでなければ、次の各号のいずれかに掲げる場合を除き、

これを食用として加工し、調理し、又は販売（不特定又は多数の者に授与する販売以外の

場合を含む。以下同じ。）をしてはならない。 

(１) 食品衛生法施行令（昭和28年政令第229号）第35条第１号、第４号、第16号、第26

号又は第28号に規定する営業に係る食品衛生法（昭和22年法律第233号。以下「法」と

いう。）第55条の規定による許可を受けた者であって、ふぐを処理する者として規則で

定める書類の交付を受けたもの（以下「許可営業者」という。）に販売をするとき。 

(２) 卸売市場法（昭和46年法律第35号）第２条第２項に規定する卸売市場の施設内にお

いて卸売業者、仲卸業者又は売買参加者に販売をするとき。 

（令３条例８・一部改正） 

第２章 ふぐ処理師 

（免許） 

第４条 ふぐ処理師の免許は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、その申請に基づい

て知事が与える。 

(１) 次条に規定する試験に合格した者 

(２) ふぐの処理ができる者として都道府県の知事（地域保健法（昭和22年法律第101

号）第５条第１項に基づき保健所を設置する市又は特別区の長を含む。以下同じ。）に

認められている者 

２ ふぐ処理師の免許は、ふぐ処理師名簿に登録することによって行う。 

３ 知事は、免許を与えたときは、免許証を交付する。 

４ ふぐ処理師は、前項の免許証（以下「免許証」という。）の記載事項に変更があったと

きは、速やかに、規則で定めるところにより、免許証の書換交付を知事に申請しなければ

ならない。 

５ ふぐ処理師は、免許証を滅失し、亡失し、又は損傷したときは、直ちに、規則で定める

ところにより、免許証の再交付を知事に申請しなければならない。 

６ 前３項の交付については、鳥取県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条

例（平成16年鳥取県条例第42号）第４条の規定は、適用しない。 
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（平16条例43・平21条例75・令３条例８・一部改正） 

（ふぐ処理師試験） 

第５条 ふぐ処理師試験は、ふぐ処理師として必要な知識及び技能について、知事が実施す

る。 

（ふぐ処理師試験委員の設置） 

第６条 前条のふぐ処理師試験を実施するため、ふぐ処理師試験委員（以下この条において

「委員」という。）を置く。 

２ 委員は、７人以内とする。 

３ 委員は、医師、ふぐ処理師、学識経験のある者及び県の職員のうちから、試験の都度、

知事が委嘱又は任命する。 

（平18条例70・一部改正） 

（絶対的欠格事由） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する者には、ふぐ処理師の免許を与えない。 

(１) 第10条第１項第２号又は第３号に該当し、同項の規定により免許を取り消され、そ

の取消しの日から起算して１年を経過しない者 

(２) 第11条の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなった日から起算して１年を経過しない者 

(３) かつて第４条第１項第２号に該当していた者であって、同号に該当しないこととな

った後１年を経過しないもの 

（令３条例８・旧第８条繰上・一部改正） 

（相対的欠格事由） 

第８条 麻薬、あへん、大麻又は覚せい剤の中毒者に対しては、ふぐ処理師の免許を与えな

いことがある。 

２ 知事は、麻薬、あへん、大麻又は覚せい剤の中毒者に対してふぐ処理師の免許を与える

かどうかを決定しようとするときは、あらかじめ規則で定める者の意見を聴かなければな

らない。 

（令３条例８・旧第９条繰上） 

（ふぐ処理師の遵守事項） 

第９条 ふぐ処理師は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 免許証を他人に譲渡し、又は貸与してはならない。 

(２) ふぐ取扱いに従事するときは、免許証を携帯し、関係者の請求があるときは、これ
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を提示しなければならない。 

(３) ふぐの毒性のある部分は、施錠できる専用容器に収容し、食用に供されないよう完

全に処分しなければならない。 

(４) 許可営業者が行う営業に係る施設（以下「営業施設」という。）以外の場所で、ふ

ぐ取扱いを行ってはならない。 

（平21条例75・一部改正、令３条例８・旧第10条繰上・一部改正） 

（免許の取消し） 

第10条 知事は、ふぐ処理師が次の各号のいずれかに該当するときは、その免許を取り消す

ことができる。 

(１) 麻薬、あへん、大麻又は覚せい剤の中毒者であるとき。 

(２) ふぐ取扱いに関し、その責めに帰すべき事由により法第６条の規定に違反したと

き。 

(３) 免許証を他人に貸与したとき。 

(４) 第７条第３号に該当するに至ったとき。 

２ 第８条第２項の規定は、前項第１号に該当する場合の取消しについて準用する。 

（令３条例８・旧第11条繰上・一部改正） 

第３章 ふぐ取扱い等の規制 

（令３条例８・旧第４章繰上） 

（ふぐ取扱いの禁止） 

第11条 ふぐ処理師でない者は、ふぐ取扱いを行ってはならない。ただし、営業施設におい

て、当該営業施設のふぐ処理師の立会いの下にその指示を受けてふぐ取扱いに従事する場

合は、この限りでない。 

（令３条例８・旧第16条繰上） 

（ふぐ処理師による処理の確認） 

第12条 他の都道府県で肝臓、卵巣その他人の健康を損なうおそれがある部位を除去したふ

ぐ及び規則で定めるふぐ加工製品（次条において「ふぐ加工製品」という。）は、ふぐ処

理師が処理の確認をしたものでなければ、これを食用として加工し、調理し、又は販売を

してはならない。ただし、第４条第１項第２号に掲げる者が処理を行ったものは、この限

りでない。 

（令３条例８・旧第17条繰上） 

（処理に係る確認事項の記録等） 
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第13条 肝臓、卵巣その他人の健康を損なうおそれがある部位を除去したふぐ及びふぐ加工

製品を食用として加工し、調理し、又は販売をしようとする者は、ふぐに対する処理が適

切に行われたことが確認できる事項で規則で定めるものを記録し、これを保存しなければ

ならない。ただし、許可営業者については、この限りでない。 

（令３条例８・旧第18条繰上・一部改正） 

第４章 雑則 

（令３条例８・旧第５章繰上） 

（報告の徴収及び立入検査） 

第14条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、ふぐ処理師、許可営業者その他の

関係者に対し、その業務に関し報告をさせ、又は食品衛生監視員（法第30条第１項に規定

する食品衛生監視員をいう。次項において同じ。）に、営業施設に立ち入り、業務の状況

若しくは施設、帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることが

できる。 

２ 前項の規定により立入検査又は質問をする食品衛生監視員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者から請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査及び質問の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解

釈してはならない。 

（令３条例８・旧第19条繰上・一部改正） 

（手数料） 

第15条 次の各号に掲げる事務については、申請その他の行為により当該事務をすることを

求める者から、当該申請その他の行為が行われる際、当該各号に定める額の手数料を徴収

する。 

(１) 第４条第１項の規定に基づくふぐ処理師の免許 １件につき2,990円 

(２) 第４条第４項の規定に基づく免許証の書換交付 １件につき1,700円 

(３) 第４条第５項の規定に基づく免許証の再交付 １件につき1,700円 

(４) 第５条の規定に基づくふぐ処理師試験の実施 １件につき9,040円 

（平21条例75・平22条例54・一部改正、令３条例８・旧第20条繰上・一部改正） 

（委任） 

第16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、別に知事が定

める。 

（令３条例８・旧第21条繰上） 
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第５章 罰則 

（令３条例８・旧第６章繰上） 

（罰則） 

第17条 第３条又は第11条の規定に違反した者は、10万円以下の罰金又は科料に処する。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の罰金又は科料に処する。 

(１) 第９条第３号の規定に違反した者 

(２) 第14条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

(３) 第14条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規

定による質問に対し陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

（令３条例８・旧第22条繰上・一部改正） 

第18条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、その法人又

は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対して同条の罰金刑又は科料を科する。 

（令３条例８・旧第23条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成17年１月１日から施行する。ただし、第５条から第９条まで及び第20

条（第４号に係る部分に限る。）並びに次項の規定は、平成16年11月１日から施行する。 

（鳥取県ふぐ処理師調理師試験委員条例の廃止） 

２ 鳥取県ふぐ処理師調理師試験委員条例（昭和34年鳥取県条例第31号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現に改正前のふぐの取扱等に関する条例（以下「旧条例」とい

う。）第３条第１項又は第２項の規定による知事の免許を受けている者は、この条例の施

行の際に改正後の鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例（以下「新条例」という。）第４条

第１項の規定による知事の免許を受けたものとみなす。 

４ この条例の施行の際現に旧条例第４条第１項の規定による知事の認証を受けている者

は、この条例の施行の際に新条例第12条第１項の規定による知事の認証を受けたものとみ

なす。 

５ この条例の施行の際現に旧条例第４条第３項の規定により掲げている標識は、新条例第

13条第２号の認証書とみなす。 

６ この条例の施行前にした旧条例の規定に違反する行為に対する罰則の適用については、
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なお従前の例による。 

附 則（平成16年条例第43号） 

この条例は、鳥取県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年鳥

取県条例第42号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成16年10月15日） 

附 則（平成18年条例第70号） 

この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年条例第77号） 

この条例は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成19年法律第96号）の施行の日から

施行する。 

（施行の日＝平成19年12月26日） 

附 則（平成21年条例第75号） 

この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年条例第54号） 

この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に食品衛生法等の一部を改正する法律（平成30年法律第46号。以

下「改正法」という。）第２条の規定による改正前の食品衛生法（以下「旧法」とい

う。）第52条第１項の規定による許可及び第３条の規定による改正前の鳥取県ふぐの取扱

い等に関する条例（以下「旧条例」という。）第12条第１項の規定による知事の認証を受

けている者にあっては、旧法第52条第１項の規定による許可の有効期間の満了の日までの

間は、当該者を第３条の規定による改正後の鳥取県ふぐの取扱い等に関する条例（以下

「新条例」という。）第３条第１号に規定する許可営業者と、当該者が行う営業に係る旧

条例第７条第２号に規定する認証施設を新条例第９条第４号に規定する営業施設とみな

し、新条例の規定を適用する。 

３ 前項の規定により新条例第３条第１号に規定する許可営業者とみなされた者について

は、旧条例第３章及び第20条の規定は、当該者に係る旧法第52条第１項の規定による許可

の有効期間の満了の日までの間、なおその効力を有する。 
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４ この条例の施行前にした行為及び前項の規定によりなおその効力を有することとされる

場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 

 


